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Right of opposition reconsideration 







In Japanese study of the constitution, the right of opposition has been denied all the time. This is because it 
violates freedom of expression of the mass media. However, I think that the right of opposition is accepted under 
the Constitution of Japan. The right of opposition guarantees the free flow of information. And it strengthens 




1. はじめに ― 反論権論の停滞 
 
いわゆる反論権の可否は、日本においては、憲法 21 条 1 項の表現の自由をめぐる論点の一つとさ
れている。反論権は 1970年代にアメリカの学説が紹介されたことにより議論が始まり（１）、いわゆる
サンケイ新聞事件の発生によって盛んに議論されたが、最高裁の否定的な見解が明確に示されたこと















































































































































［昭和 49］年 1 月 30 日）。また、人の名誉を棄損する表現は、一般国民がおこなえば犯罪となるが、
マスメディアがおこなった場合には公益目的が推定される結果、構成要件該当性を欠き、免責されう
る（刑法 230条の 2、月刊ペン事件・最判 1981［昭和 56］年 4月 16日、夕刊和歌山時事事件・最大




















































































































































































































































































































































































































































74 藤井 正希 
 
（４）2013（平成 25）年 12 月に可決成立したいわゆる特定秘密保護法によって、かかる国家による
情報の隠蔽がますます進むのではないかと危惧されている。 




















































































曽我部真裕［2005a］「プレスの自由と反論権法の展開(一)」（『法学論叢 157巻 1号』京都大学法学会） 
―［2005b］「プレスの自由と反論権法の展開(二)」（『法学論叢 157巻 1号』京都大学法学会） 
―［2005c］「プレスの自由と反論権法の展開(六)」（『法学論叢 157巻 6号』京都大学法学会） 

















る記者の「特権」論への視点―」（西原博史編『憲法 2 人権論の新展開』岩波書店） 
山口功二・渡辺武達・岡満男［2001］『メディア学の現在』（世界思想社） 
山口直也［2001］「子どもの成長発達権と少年法 61条の意義」（『法学論集 48号』山梨学院大学） 
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